
団体名
団体web
サイトURL http://www.sinkweb.net/index.html

申請事業の分類① ①草の根活動支援事業

申請事業の分類② ①-2 地域ブロック

申請事業の分類③ 九州ブロック（福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島）

領域① １）子ども及び若者の支援に係る活動 領域②

① 経済的困窮など、家庭内に課題を抱える子どもの支援 ④

② 日常生活や成長に困難を抱える子どもと若者の育成支援 ⑤

③ 社会的課題の解決を担う若者の能力開発支援

領域③ ３）地域社会における活力の低下その他の社会的に困難な状況に直面している地域の支援に係る活動 領域④

⑥  地域の働く場づくりの支援 -

設立年月日
法人格取得年月日

団体概要

代表者名

代表者の役職

代表者名 2

代表者の役職 2

役員の人数

（その内）監事/監査役・会計参与の人数

置いている監事のうち公認会計士または税理士の人数

職員・従業員合計

常勤・有給・有期

常勤・有給・無期

常勤・無給(有期・無期)

非常勤・有給・有期

非常勤・有給・無期

非常勤・無給(有期・無期)

事務局体制の備考

決済責任者、経理担当者、通帳管理者のうち、決済責任者と通帳管理者が異なること

1.必要な会計帳簿が備えられている

2.業務別に区分経理ができる体制である

年間決算の監査を行っているか

1 前年度の助成件数 （件）

2 前年度の助成総額（円）

助成実績

実績なし

実績なし

助成事業の実績内容

8
●監査

①監事で実施

6
●資金管理体制

問題なし

7

●区分経理・帳簿

問題なし

問題なし

規程類の後日申請誓約無し

4

●役員

8人

1人

0人
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●事務局職員

3人

以下、職員・従業員の内訳

2人

1人

0人

0人

0人

0人
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●団体概要
九州の社会起業家や社会起業家創出を支援するためのネットワークで、社会起業家になりたい、社会起業家を応援したい、社会的企業
を経営したい人々の集まりとしてH18年4月に任意団体として設立。社会起業家・社会的企業の育成・支援を行う全国組織、一般社団
法人ソーシャルビジネスネットワーク（SBN）のフェローとして参画。 H22年6月より九州経済産業局「九州ソーシャルビジネス促進協議会Ｓ
ｏｆｉ」の福岡での事務局を運営。
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●代表者情報
濱砂 清

代表理事

-

-

-

申請事業概要

福岡県をはじめとした九州各県におけるの人口減少、自然災害の多発等の状況がある中で、共通の課題として3つの重点テーマを設定した。社会的課題解決のための包括的な事業提案を募り、モデル化して九州各県に普及していく
事業展開とする。九州各地域における地域づくり、まちづくりに繋げていく。 当法人が有するネットワークにより、九州内外のキーパーソンとなる先駆的支援者等との連携が可能である。それらとの連携を強化し、協力を得ながら
各県・地域でモデル的取り組みを創り、九州各地域への展開を施行することで、実行団体の発掘、課題抽出、分析、解決策の策定等を通じて包括的支援が行われるようにする。各地域との連携による支援、協力を得ながら実行団体
への支援を行うことで、各地域での継続支援が見込まれ、持続可能性が高まる。

団体組織情報

1
●設立・法人取得年月日

2010/4/13
2010/5/27

 働くことが困難な人への支援

 社会的孤立や差別の解消に向けた支援

-

分野③ 分野④

副題 人口減少進展等を踏まえた、SB、SDGs観点による新たな取り組み

優先すべき社会の諸課題選択科目

２）日常生活又は社会生活を営む上での困難を有する者の支援に係る活動

分野① 分野②

2020年度通常公募_団体情報シート

一般社団法人SINKa
申請事業名

申請受付番号 2027
主題 九州地域社会的課題解決包括支援事業



システム入力
誓約 チェックあり

業務1.1の確認 チェックあり

業務1.2の確認 チェックあり

業務2の確認 チェックあり

業務3 該当なし
業務3の確認 チェックあり

同意 チェックあり個人情報保護に関する基本方針の同意

誓約確認等
欠格事由に関する誓約

業務に関する確認
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本事業申請に当たり、助成事業経験者を本事業の実務担当者（事業経営責任者）とする。当該担当者は福岡県が所管する公益社団法人に15年以上在籍し、助成事業（補助事業含む）の推進実務の経験を有する（経験
本数は個人として100本以上（同期間での同団体全体本数は約450本））。団体、個別経営体への助成事業での資金分配、伴走支援の経験を有し、団体の伴走支援数は延べ50団体以上、個別経営体の伴走支援は延べ
200程度、個別経営体に対する（補助事業+個別指導という形態の）総合的な支援業務では延べ500件以上の経験がある。また、国（会計検査院）や県、中央団体による検査対応についても多数の経験がある。
更に、医療関係の民間企業において、総額3億円程度の国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の助成事業を担当し、国立大学への資金分配を行った。 民間企業の総務・法務担当として、会社規程の
作成及び施行、労務管理、契約書の作成等に従事した。 なお、当法人が行う助成事業推進に当たっては外部協力者（九州チーム、九州外チーム）の協力を得ることとし、更に助成事業の実績を有する公益財団法人佐
賀未来基金、九州労働金庫などの協力を得て、適切な事業推進体制を構築する。


